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Prof. Lee Chonpyo - Global Financial Crises and Competitiveness of East Asian Economies 
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牛乳へのメラニン混入騒動  ～北京での生活から～ 



















 ①「「汚染」嫌気の中国人 乳製品求め・・・ベトナムへ」(日経９月30日) 
 ②「欧州収到大量中国牛[女乃]訂単」（《環球時報》９月26日） 
 ③「メラニン対策 牛乳輸出が急増」（ＮＨＫＴＶ・ラジオニュース、英語、   










































































































し、あるいはその周辺国の加盟を予測すると、その人口は 31億 8166万人・GDP9兆 1597億㌦となる。これは












































































 戦後、敗戦の経過と冷戦体制の下で、わが国の外交力が必要以上に弱体で、それが世界第 2 のＧＤＰ･トップ
の外貨蓄積やトップクラスのＯＤＡ支出などに見合っていないために経済力に相応せず、そのことが経済展開のい
びつさとなって表れてきた。 
植民地を肯定する意味でなくとも、戦前には日本海や東シナ海は往来自由なキャナルとも言えるものであったが、
戦後冷戦体制はこれを危険な海に替えた結果として、大陸との距離感は大きく、アジアとの親近感は戦前よりも薄
れてきた。60年代後半から70年代にかけて経済進出と共に旅行者としての往来も頻繁にはなってきたが、企業の
進出の度合いに比して、国民の親近感は高まらなかった。この点に関しては，政府の政策の遅れが大きく作用して
いる。もともと明治以来の近代化政策の中に脱亜入欧的色彩が強かったために、その影響も無視できない。しかし、
今日ＡＳＥＡＮとわが国の経済関係は、わが国の主導する協業と分業システムが生産構造としてがっちりと根を下
ろしているのであって、中国･台湾もその枠内にあり、わが国が移転した技術および供給しつづける高度技術部品な
くしてモノつくりそのものが成り立たない関係にある。その意味で,東アジア共同体を構想する上でわが国のイニシ
アティヴは欠かせないし、その意味で一定のシステム補強が不可欠としても、円決済圏の形成や通貨政策における
わが国のヘゲモニーは欠くことのできないものである。中国は、このわが国のヘゲモニーに対して競争者として浮
上しようとしているが、,未だ中国は外国資本投資と技術に支えられた高成長の域を脱しておらず、しかも巨大な内
部格差とバブルを内包する脆弱性は無視できない。また、アメリカもアジアでの存在感を高めるために、わが国と
の競争関係の一面を持って抑制しようとするが、アジアにおいてはわが国とのパートナーシップが不可欠であるこ
とは自覚しており、その範囲の中で、わが国への牽制行動も伴うということである。 
このような立場から、わが国の経済･外交政策の積極性が不可欠であり、当然,高度の政治性とそのアイデンティ
ティが問われるべきである。 
ＦＴＡ交渉の遅れの面でも、従来主として農林水産業など生産性の低さを抱える産業がネックとなり、それを理
由にして農水省や農協連の内圧によって阻害されてきた面がある。しかし今日アジアにおいても、中流層の形成と
高級商品やブランド商品など高度消費を求める傾向が生まれており、新興産業社会への移行に伴う消費性向の高ま
りの中で、わが国の良質の農産物の市場が開発されてきており、それに対応してわが国の農業市場の自由化の条件
も整ってきている。いつまでも保護政策と保守的政策に依拠すべきものでもないことが明らかとなりつある。守旧
派官僚と守旧型農協政策に依存する限り、アジアとの良好な関係は築くことが困難であろう。 
安部内閣は、少なくともこの点において何らかの新たな姿勢を打ち出そうとしている。それは安部内閣だからと
いうよりは、戦後のわが国の外交を総括すれば、明らかに新たな戦略を再構築すべき時期に来ている事から来るも
のといえる。 
アジア共同体こそは、わが国のヘゲモニーによって新たなアジアの構築に向かう試金石となろう。 
以上 
 
